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株主の皆様へ

　株主の皆様には、ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。

　当社第８１期上半期（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日

まで）の報告書をお届けするにあたり、一言ご挨拶申しあげます。

　当社は、特殊鋼をベースにした高い技術力を背景に「２１世紀

社会に貢献する創造的、個性的な企業集団」を目指すことを基

本理念とし、製品の競争力を強化し、高収益体質を定着させ企

業価値を高めることによって株主、取引先、従業員および社会

の信頼と期待に応えられる企業集団を目指しております。

　当社は、成熟化する国内需要環境および急速かつドラス

ティックな市場構造変化の中で、高い技術力をもったグローバ

ルサプライヤーとしての地位を磐石なものとするため、「量から

質への転換による収益基盤の再構築」を経営基本方針とした中

期経営計画（０３/４～０６/３）を推進中であります。この中期経

営計画の中では、以下の４点を重点課題として掲げ、事業拡大

を図ると同時に強固な収益基盤を築いてまいります。

　①『№１製品』への集中による量から質への転換　　　　　

　当社グループには、卓越した技術力に裏付けされた競争力の

ある『№１製品』が数多くあります。この『№１製品』にあら

ゆる経営資源を集中させることにより、事業拡大を目指すとと

もに、製品ポートフォリオの改善を図っております。例えば、

工具鋼分野では当社に「工具鋼部」を設置し、お客様のニーズ

に密着した販売サービス体制を強化するとともに、中国での日

系自動車メーカーの現地生産拡大に対応して上海事務所を開設

（平成１６年５月）いたしました。エレクトロニクス分野では高合

金プロジェクトを発足し、高合金製品の競争力強化を図ってお

ります。新素材分野では粉末製品、チタン製品、薄膜・電子材

料等を統合し、シナジー効果の発現を目指し高機能材料事業部

を設置（平成１６年４月）いたしました。昨年に設備増強を行っ

た精密鍛造品、当社の子会社である㈱大同キャスティングスの

ターボチャージャー向け精密鋳造品については、拡販活動を引

続き推進しております。

　②収益構造改革

　人員のスリム化とともに、これまで行ってきた設備投資効果

の最大発揮、購買費用の圧縮を行い、コスト削減に積極的に取

り組んでおります。鉄スクラップ・ニッケル等の原材料価格の

高騰に対しても製品価格の改善、低収益品の選別を最大限実施
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し、収益確保に向けた体制構築を着実に推進しております。ま

た、「モノづくり革新活動」を推進するプロジェクトを発足（平

成１６年９月）し、重要設備、重要プロセスの生産性改善に取組

み、「モノづくり力の再強化」を推し進めてまいります。

　③海外展開の拡充

　需要家の海外生産へのシフト、グローバル化を続ける市場の

流れに対応するため、事業の海外展開を進めることは、大きな

経営課題であります。当社グループは、これまでも北米・東南

アジア・欧州での生産・販売拠点の構築・整備を行ってまいり

ましたが、さらに中国展開を本格的に拡大しております。特殊

鋼鋼材分野では蘇州でのＩＴ向けシャフト材製造工場（下村特

殊精工㈱）、大連でのステンレス加工工場（大同ステンレス㈱）

が昨年度より生産を開始いたしました。磁石事業（㈱ダイドー

電子）では香港に続き、蘇州に中国では二番目の製造拠点を設

置（平成１５年１０月）し、平成１６年度下期から稼働開始予定です。

また、先にもふれましたように、工具鋼事業強化のために、上

海事務所を開設しております。グローバル化の流れは一層の加

速化が予想されますので、海外展開の拡充に向け、今後も積極

的に活動してまいります。

　④連結経営の革新

　「グループの企業価値最大化」を基本に諸施策を進めておりま

す。その中で、「鋼材二次加工事業」「エンジニアリング事業」

「リサイクル・産業廃棄物事業」について、０５年度までに事業

再編を実行するとともに、さまざまな資本政策も講じてグルー

プ事業の強化を図ってまいります。

　当社では、コーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題の

ひとつと認識し、経営の効率性・透明性の確保および内部統制

システムの充実に向けた取組みを行ってまいります。また、社

会に貢献する企業としての責任を明確にするために、「危機管

理・倫理法令順守委員会」を設置するとともに企業倫理憲章を

制定しております。社会に開かれた企業としての基盤の整備に

努めてまいります。

　株主の皆様には、変わらぬご支援ご鞭撻を賜りますようお願

い申しあげます。　　

代表取締役社長　　小 澤　正 俊　



営 業 の 概 況
　

　当上半期の日本経済は、輸出や鉱工業生産の伸びがやや鈍化

しつつも増加傾向を維持しており、企業の景況感の改善が続き、

設備投資も堅調に推移いたしました。

　特殊鋼業界の主要需要産業である自動車の国内販売は、前年

同期比１．５％の減少となりましたが、海外向けにつきましては、

米国、アジア向けを中心にＫＤセットが好調に推移し、総生産

台数は前年同期比８．０％の増加となりました。こうした自動車生

産の動きを受け、全国特殊鋼生産量（熱間圧延鋼材ベース）は、

９，６７８千トンと前年同期比３．７％の増加となりました。

　受注環境が好転する中、売上高は１，２３７億３９百万円、前年同

期比２００億１３百万円の増加となりました。

　収益面では、鉄スクラップ・ニッケル等の原材料価格が前期

に引き続き高値が続いたものの、販売価格改善とコスト削減の

徹底を図った結果、経常利益は４７億４７百万円と前年同期比２５億

５３百万円の増加となりました。また、特別損益につきましては、

投資有価証券売却益等の特別利益、特別退職金等の特別損失を

計上し、その結果、中間純利益は２２億３３百万円となりました。

　また、平成１６年９月に償還期日を迎えました第三回転換社債

約３６３億円の償還に対しては、フリー・キャッシュフロー、現

金および現金同等物の圧縮、財務活動によるキャッシュフロー

（資金調達）で充当いたしました。

　中間配当金につきましては、１株につき普通配当２円とさせ

ていただきました。

　なお、通期（平成１７年３月期）の業績見通しにつきましては、

売上高２，５７０億円、経常利益８５億円、当期純利益４５億円を見込

んでおります。（業績見通しにつきましては、今後の状況変化により異な

る結果となることも予想されますので、ご承知置きください。）

　

〔製品部門別の状況〕
　

特殊鋼鋼材　

　特殊鋼の主要需要先である自動車産業の動向につきましては、

北米・アジア地域等の好調を受けたＫＤセットの伸張、さらに

産業機械、電気の需要拡大等により、本年度上期の特殊鋼鋼材

の需要は大幅増となっており、国内向け売上数量は前年同期比

４．２％の増加となりました。輸出向けにつきましても、アジア

向けを中心に高い需要が継続しており、売上数量は前年同期比 

０．９％の増加となりました。この結果、特殊鋼鋼材の売上高は

７７１億２５百万円、前年同期比１６．８％の増加となりました。価格

改善活動につきましては、原材料市況が不透明な中、安定的な

製品供給を実現するために、適正価格に向けた活動および不採

算品種の見直しを実施してまいりました。さらに当期につきま

しては、モリブデン高騰に対応した値上げを実施しております。
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受注内容改善につきましては、高付加価値製品である工具鋼、

ＨＤＤ（ハードディスクドライブ）用ステンレス、バルブ鋼等の

№１製品についての拡販を行ってまいりました。今後も競争力

のある製品の拡大を目指した営業活動を行ってまいります。
　　

エレクトロニクス材料　

　デジタル家電の需要増を受け、高合金製品、高級帯等の受注

が好調に推移いたしました。その結果、エレクトロニクス材料

の売上高は１４２億６８百万円、前年同期比３３．１％の増加となりま

した。
　　

自動車部品・産業機械部品　

　民間設備投資の好調および自動車生産の増加、特に輸出向け

トラックの需要が堅調に推移し、その結果、売上高は２２９億７７

百万円、前年同期比１４．２％の増加となりました。
　

エンジニアリング　

　国内の堅調な自動車、ＩＴ関連の需要増を受け、真空炉を中

心に受注が大幅に増加いたしました。具体的には、ＤＶＤ増産

に伴う積極的な設備投資関連、ＰＣＢ処理規制強化に伴う電力

メーカー向け大型真空炉等を受注いたしました。その結果、売

上高は５７億４３百万円、前年同期比３６．０％の増加となりました。
　

新　素　材　

　チタン製品は、輸出向けが医療用主体に大幅な受注増となり

ました。粉末製品は、自動車エンジンバルブ用、バルブシート

用の自動車関連、およびプラント溶射用の産業機械関連が好調

に推移いたしました。この結果、新素材の売上高は３６億２４百万

円、前年同期比３８．４％の増加となりました。
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第８１期上半期
（１６/４－９）

第８０期下半期
（１５/１０－１６/３）

第８０期上半期
（１５/４－９）部 門 別

構成比金 額構成比金 額構成比金 額

６２．３７７，１２５６１．５６７，７５０６３．７６６，０５１特 殊 鋼 鋼 材

１１．５１４，２６８１０．５１１，５１１１０．３１０，７１９エレクトロニクス
材 料

１８．６２２，９７７１９．０２０，９４６１９．４２０，１１２自動車部品・
産業機械部品

４．６５，７４３６．１６，７０３４．１４，２２３エンジニアリング

２．９３，６２４２．９３，２０７２．５２，６１８新 素 材

１００．０１２３，７３９１００．０１１０，１１８１００．０１０３，７２５計

百万円 百万円 百万円％ ％ ％

部門別売上高

（注）１．金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　２．比率は、小数点第２位以下を四捨五入して表示しております。



金　額科　　　　目金　額科　　　　目

資 本 合 計

負債及び資本合計資 産 合 計

（資　産　の　部）

流 動 資 産

当 座 資 産

現金及び預金

受 取 手 形

売 掛 金

繰延税金資産

短 期 債 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

棚 卸 資 産

製品、半製品

及び仕掛品

原材料及び貯蔵品

固 定 資 産

有形固定資産

建物及び構築物

機 械 装 置

車両運搬具及び

工具器具備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

１２８，６９８

７８，４６３

４，４７１

２，７３２

４８，５１０

１，３１１

１８，９９５

２，４４２

△　２

５０，２３５
　

３４，４１１
　

１５，８２３

１５９，０３０

（９１，８３６）

２５，８４０

５１，７５１
　

２，０８３
　

１０，４５２

１，７０７

（２６１）

（６６，９３２）

２６，１９１

２４，１２４

１６，９０３

△　２８７

　
２８７，７２８

（負　債　の　部）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

コマーシャルペーパー

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

繰延税金負債

そ の 他

（資　本　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

資本準備金減少差益

自己株式処分差益

利 益 剰 余 金

任 意 積 立 金

特別償却準備金

圧縮記帳積立金

別 途 積 立 金

中間未処分利益

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

１０５，１１４

５，０８０

３６，８８３

４０，３８０

１２，０００

２，６００

８，１６９

８０，８５７

２３，０００

５５，８００

１，９８２

７５
　　

１８５，９７２
　

３７，１７２

２８，６８３

９，２９３

１９，３９０

１９，３８９

０

２９，０８９

２２，５２４

２９５

２，２２９

２０，０００

６，５６５

６，８５３

△　４２
　　

１０１，７５６

２８７，７２８

（単位：百万円）

（注）１．有形固定資産の減価償却累計額 ２５１，３２０百万円

　　　２．偶発債務

　　　　　　　保　証　債　務 ４，５１０百万円

　　　　　　　（　）内は、当社負担分を示し内数　 （1，０３４百万円）

　　　　　　　手形債権流動化に伴う買戻し義務額 ２８９百万円

　　　３．１株当たり中間純利益 ５円１４銭

中間貸借対照表
平成１６年９月３０日現在

５（ ）

負 債 合 計



金　　　　額科　　　　　目

中間損益計算書

平成１６年４月１日から

平成１６年９月３０日まで
（単位：百万円）

（ 経 常 損 益 の 部 ）

営 業 損 益

営 業 収 益

売 上 高

営 業 費 用

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 損 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

（ 特 別 損 益 の 部 ）

特 別 利 益

貸倒引当金戻入額

投資有価証券売却益

関係会社株式売却益

特 別 損 失

特 別 退 職 金

投資有価証券評価損

そ の 他

税引前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中間未処分利益

１０６，３５７

１２，８２８

１，２２５

５７９

８３８

７７１

１３７

９７

２０

１，３９９

３

１８１

２２

１，１６３

１２３，７３９

１１９，１８５

４，５５３

１，８０４

１，６１０

４，７４７

２５５

１，５８４

３，４１８

１，１８５

２，２３３

４，３３２

６，５６５

６（ ）

（貸借対照表、損益計算書とも、記載金額は百万円未満を切り捨てて表示し

ております。）



主　　　要　　　製　　　品営業品目

自動車部品用材料、産業機械部品用材料、

電気機械部品用材料、溶接材料など
特 殊 鋼 鋼 材

高合金製品

電気・電子部品用材料

エレクトロニクス

材 料

型鍛造品（自動車・掘削用部品など）

熱間精密鍛造品（自動車用部品、ベアリングレー

スなど）

鋼機製品（自動車用部品）

自由鍛造品（重電・船舶・宇宙・航空機・産業機

械・鉄鋼・化工機・石油掘削用部品など）

製材用帯鋸

自動車部品・

産業機械部品

環境関連設備（廃棄物・廃水・排ガスなどの処理

設備）など

各種工業炉ならびにその付帯設備

エンジニアリング

粉末製品（自動車・機械・電子部品用材料など）

チタン材料製品、ニッケルチタン合金（形状記憶

合金など）

新 素 材

事　業　内　容

７（ ）



連結子会社の状況

８（ ）

主要な事業内容議決権比率資本金会　　社　　名

商事６５．８１，５１１大 同 興 業 株 式 会 社

工具鋼プレートの加工販売９０．０
１５７

DAIDO PDM
（THAILAND） Co., LTD.

金属製品および完成工具
類の製造、販売ならびに
加工

９６．８４３５大同アミスター株式会社

金型用プレートの加工販売５１．０１４１
天文大同特殊鋼股

有限公司

金型用鋼、金型用プレー
トの販売

８９．６７，９８０
DAIDO AMISTAR(M)

SDN. BHD.

特殊鋼精密ロッドの製造、
販売ならびに加工

８３．８２９７下村特殊精工株式会社

ステンレス線材の加工お
よび販売

１００．０２００大同ステンレス株式会社

金型の製造販売５１．０３，８２０
DAIDO AMISTAR(S)

 PTE　 LTD

工具鋼、ステンレス鋼等
鋼材の加工および販売

１００．０１００大同マテックス株式会社

当社および関連企業への
諸資材の販売

１００．０６０大同資材サービス株式会社

当社および関連企業への
製鋼用副資材の販売

１００．０３０大同原料サービス株式会社

鋼材の精整作業５５．０４０大同テクニカ株式会社

特殊鋼鋼材

主要な事業内容議決権比率資本金会　　社　　名

鋳造品、特殊鋼管材の製
造および販売

１００．０２，２１５株式会社大同キャスティングス

エンジンバルブ等の製造
および販売

５２．０３，０１８フジオーゼックス株式会社

鍛鋼品の製造および販売１００．０３１０日 本 鍛 工 株 式 会 社

鍛鋼品の製造および販売１００．０１６０東 洋 産 業 株 式 会 社

発条全般の加工、製造お
よび販売

１００．０１５０特殊発條興業株式会社

自動車部品・産業機械部品

主要な事業内容議決権比率資本金会　　社　　名

磁性材料の製造および販
売

１００．０１，４９０株式会社ダ イドー電子

磁性材料の製造および販
売

８５．０
１４０

Daido Electronics
（Thailand）Co., Ltd.

ニッケル、ニッケル合金
の製造および販売

５０．０４００大同スペシャルメタル株式会社

エレクトロニクス材料

※

※

※

※

※

※

百万円 ％

※

百万円 ％

※百 万
バーツ

百万円 ％

百万円

扮借

千RM

百 万
バーツ

千S＄

百万NT＄



（注）１．上記は連結子会社であります。
　

２．エレクトロニクス材料部門の大同スペシャルメタル株式会社は、
証券取引法に基づく連結子会社であります。

　
３．※印は、子会社保有の株式を含みます。

主要な事業内容議決権比率資本金会　　社　　名

工作諸機械、各種機械の
製造および販売

９６．０５００株式会社大同機械製作所

灰溶融炉設備の運転・保
守業務請負

１００．０５０大同環境エンジニアリング株式会社

炉関係の設計および製作
ならびに販売

６４．３３６大同プラント工業株式会社

エンジニアリング

主要な事業内容議決権比率資本金会　　社　　名

当社および関連企業の福
利厚生施設の管理運用

１００．０４９０株式会社大同ライフサービス

ゴルフ場およびホテルの
経営

５５．７２３７木曽駒高原観光開発株式会社

製鋼、鋳物、セラミックス
等の分析・試験・調査業
務の請負

１００．０７５株式会社大同分析リサーチ

情報通信機器によるシス
テムの企画、設計、開発、
保守運用受託

１００．０４５株式会社スターインフォテック

輸出・輸入商事１００．０９Daido Steel（America）Inc.

流通・サービス

※百万円 ％

※

※ドル

百万円 ％

主要な事業内容議決権比率資本金会　　社　　名

鍛造品の機械加工、精
整、熱処理等の請負

１００．０１５０大同スターテクノ株式会社

ネジ、ボルトの製造およ
び販売

１００．０８０日 星 精 工 株 式 会 社

圧縮機部品、クラッチ等
の製造および販売

７９．２９０大同精密工業株式会社

小型鍛造品の製造および
販売

１００．０２６OHIO  STAR  FORGE  CO.

自動車部品・産業機械部品

百万円 ％

千ドル

※

９（ ）



平成１６年度上半期　連結決算の概要

●中間連結貸借対照表

平成１６年９月３０日現在

金　額科　　　　目金　額科　　　　目

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計資 産 合 計

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

２ １ １ ，６５９

１５，９３５

１１５，６７５

２

７３，５３３

３，２６２

３，９８６

△　７３５

２２０，５６６

（１５６，４４７）

４８，１６１

７０，４７３

３２，７２９

２，１４３

２，９４０

（７３９）

（６３，３８０）

５２，５３３

３１０

１，０１０

１０，５１７

△　９９１

４３２，２２６

（負　債　の　部）

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未払法人税等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

繰延税金負債

再評価に係る繰延税金負債

退職給付引当金

連結調整勘定

そ の 他

（少数株主持分）

少数株主持分

（資　本　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土地再評価差額金

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

自 己 株 式

１７３，４４１

７７，７６８

６６，５０８

２，８３２

５，１９９

２１，１３２

１０７，４０６

２３，８５０

６６，８５５

３，７９７

３，３４９

４，５７１

１２８

４，８５４

２８０，８４８

１３，０３２

３７，１７２

２８，５３５

６１，４７４

３，６４２

７，９６１

△　３８４

△　５６

１３８，３４５

４３２，２２６

（単位：百万円）

１０（ ）

負 債 合 計



１１（ ）

●中間連結損益計算書

平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで

金　　　　額科　　　　　　　目

（単位：百万円）

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

そ の 他

計

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

計

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他

計

特 別 損 失

特 別 退 職 金

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損

そ の 他

計

税金等調整前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

中 間 純 利 益

２０７，２３１

１７２，６６５

２３，７２２

１０，８４３

５３０

１，０５０

７０２

２，２８４

１，１３８

７５１

１，８８９

１１，２３７

４４１

２１６

１９５

７

８６１

１，４４１

１３

３３４

１，７８９

１０，３０９

２，６１５

９５４

１，１００

５，６３７

（連結貸借対照表、連結損益計算書とも、記載金額は百万円未満を切り捨て

て表示しております。）



大　株　主（上位７名）（平成１６年９月３０日現在）

役　　　員（平成１６年９月３０日現在）

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

� 山　 剛

小 澤 正 俊

吉 田 英 穂

田中敬一郎

熊 澤 正 光

熊 木 善 朗

倉 橋 基 文

久 村 修 三

俣 野 一 彦

奥 村 博 司

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常勤監査役

常勤監査役

監 査 役

二 村 文 友

南　 省 次

稲 垣 佳 夫

近 藤 龍 夫

中 村 貞 行

嶋 尾　 正

津 田 孝 良

橋 爪　 優

矢橋大三郎

波多健治郎

（注）１．二村文友氏は、商法第１８８条第２項第７号ノ２に定める社外取締
役であります。

　　　２．橋爪　優および波多健治郎の２氏は、株式会社の監査等に関する
商法の特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役であり
ます。

議決権比率所 有 株 数株 主 名

５．９％２５，７１２千株
日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

 ５．７　２４，８４０　　
日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口）

 ５．１　２２，１４９　　新 日 本 製 鐵 株 式 會 �

 ５．１　２２，１４９　　
みずほ信託退職給付信託新日本製鐵年
金口再信託受託者資産管理サービス信託

４．２　１８，３０２　　明治安田生命保険相互会社

 ３．６　１５，５４３　　株式会社みずほコーポレート銀行

 ３．４　１５，０２２　　株 式 会 社 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行

１２（ ）



従業員の状況（平成１６年９月３０日現在）

平均勤続年数平 均 年 齢従 業 員 数区 分

１９．７年３９．５歳３，２４０名男 性

１３．８　３４．４　２５９　女 性

１９．３　 ３９．１　３，４９９　合 計

１３（ ）

会社の概要（平成１６年９月３０日現在）

 資 本 金  ３７１億７，２４６万４，２８９円

 創 業 年 月 日  大正５年８月１９日

 設 立 年 月 日  昭和２５年２月１日

 事 業 所 等

 本 店  名古屋市中区錦一丁目１１番１８号

 東京本社 東京都港区港南一丁目６番３５号

 営業所等 大阪支店、

  福岡、広島、新潟（燕市）各営業所

 工 場 等 知多（東海市）、星崎（名古屋市）、川崎（川崎市）、

  知多型鍛造（東海市）、渋川（渋川市）、

  知多帯鋼（東海市）、王子（東京都）、

　　　　　粉末（名古屋市）各工場、

  滝春テクノセンター（名古屋市）

 研 究 所 技術開発研究所（名古屋市）

 株 式 の 状 況

 会社が発行する株式の総数 １，１６０，０００，０００株

 発 行 済 株 式 の 総 数 ４３４，４８７，６９３株

 株 主 数 ４４，９８１名

　当社は、インターネット上にホームページを開設し、企業情
報提供による知名度・理解度向上、社外との情報交換を促進す
るとともに、購買・販売・技術のグローバルなコミュニケーシ
ョンの場として、さまざまな情報をご案内しております。
（http : //www.daido.co.jp/）



 決 算 期 ３月３１日
 定 時 株 主 総 会 ６月
 利益配当金受領株主確定日 ３月３１日
 中間配当金受領株主確定日  ９月３０日
 名 義 書 換 代 理 人 中央三井信託銀行株式会社
  〒１０５－８５７４
  東京都港区芝三丁目３３番１号
  電話　東京〈０３〉５２３２－３３３１（代表）
 同 事 務 取 扱 場 所 中央三井信託銀行株式会社名古屋支店
  〒４６０－８６８５
  名古屋市中区栄三丁目１５番３３号
  電話　名古屋〈０５２〉２６２－１５２０（代表）
 同 取 次 所 中央三井信託銀行株式会社
  　本店および全国各支店
  日本証券代行株式会社
  　本店および全国各支店
 基 準 日 毎決算期現在の株主名簿（実質株主名

簿を含む。）に記載又は記録された議決
権を有する株主をもって、その期に関
する定時株主総会において権利を行使
できる株主といたします。その他必要
がある場合は、あらかじめ公告して定
めます。

 公 告 掲 載 新 聞 日本経済新聞、中日新聞

株式についてのご案内

１４（ ）

（お知らせ）
　住所変更、単元未満株式買取請求、名義書換請求および配当
金振込指定に必要な各用紙のご請求は、名義書換代理人のフ
リーダイヤル０１２０－８７－２０３１で２４時間受付しております。



（〒４６０－８５８１）名古屋市中区錦一丁目１１番１８号

●インターネット／ホームページアドレス

　http : //www.daido.co.jp/

　

名義書換代理人事務取扱所
　

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
　

（〒１６８－００６３）東京都杉並区和泉二丁目８番４号

　　　　　　　　　　　（証券代行事務センター）

●フリーダイヤル　０１２０－８７－２０３１

●インターネット／ホームページアドレス

　http : //www.chuomitsui.co.jp /person/p_06 . html
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